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第３四半期の売上⾼は、1,986億円となり、前年から18億円の増収となった。
ただ、ドミノ事業の新規連結効果が164億円あるため、既存事業ベースでは、減収となった。

為替の影響は、約▲20億円のマイナス影響となった。
内訳は、US㌦で＋30億円、ユーロで▲30億円、カナダ・ブラジル・豪州などの資源国や、新興
国通貨で、▲20億円。

営業利益は、146億円となり、前年から▲12億円の減益となった。
P&S事業で、コストダウンや費⽤減の効果で25億円の増益となったが、産業機器が⼤きく落ち
込んだことにより、M&S事業が▲25億円の減益となり、既存事業ベースではほぼ前年並みの利
益⽔準。結果としては、ドミノ事業の分だけ、減益となった。
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業績予想の修正について
売上⾼は、前回⾒通しの8,000億円を▲450億円引き下げ、7,550億円へ引き下げ。
今期は期初から⾮常に⾼い⽬標値を掲げて進めてきたが、⾜元における景気減速の影響等を
考慮し、着地を⾒据えた現実的な⽬線へ、全ての事業の⾒通しを引き下げ。

営業利益についても同様に、着地を⾒据え、前回から▲70億円引き下げとなる、430億円へと
下⽅修正。

これにより、親会社株主に帰属する当期純利益も、前回から▲35億円の引き下げとなる、280
億円となる⾒通し。
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通信プリンティング機器の第３四半期の地域別売上⾼は、⽶州およびアジア地域でマイナスと
なった。
⽶国に関しては、セルインは前年⽐でマイナスとなったが、リテール市場のセルアウトは前年と同⽔
準となっており、需要が⼤きく落ち込んでいるという印象は無い。

セルインの減少については、前年は新製品の発売があったため、そもそもハードルが⾼かった部分
があるという認識。

営業利益は、コストダウンや費⽤削減などもあり、増益を確保。

通期の⾒通しについては、⾜下の状況および着地⽔準を⾒据え、売上⾼は前回から▲248億
円、営業利益は▲20億円の下⽅修正。

現地通貨ベースでの通信プリンティング機器の地域別の修正額は、⽶州で約▲70億円、中
国・アジアで▲90億円となっており、下⽅修正はほぼこの２地域の引き下げによるもの。

⽶州については、期初から掲げてきた意欲的な⽬標を現実的な⽬線に落とした影響が⼤きい。
中国・アジアの引き下げについては、実需が弱い点を織り込んだ部分があるが、ある程度現実的
な⽬線まで修正したという認識。

営業利益については、売上の減や、為替レートの⾒直しによるマイナス影響などがあるが、
費⽤削減等である程度吸収することを⾒込み、▲20億円の引き下げとした。
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第３四半期の売上⾼は163億円、現地通貨ベースの伸び率では、▲2.6％の減収となった。

いままでこの事業の成⻑を牽引していた⽶州の伸びがマイナスになったが、昨年は最⾼級クラスの
刺しゅうミシンの新製品が⾮常に好調だったことから、ハードルが⾼かった影響もある。

欧州においては、ロシアは依然低調なものの、⻄欧諸国は⾮常に好調が続いている状況。

通期については、第3四半期での未達分を反映し、⾒通しを引き下げ。
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⼯業⽤ミシンは好調で、中国・アジア地域では、本縫い機の戦略モデルが好調。
欧⽶では、ガーメントプリンターや、⾃動⾞産業向けのミシンが堅調。

産業機器は、⾃動⾞関連の内需向けはまずまずも、IT関連の受注回復が⾒えないこと、中国
向けの需要が⽌まったままであることの影響が⼤きく、前年⽐６割減と⼤幅な減収となった。

通期の⾒通しについては、両事業とも着地を⾒据えた⽔準へと引き下げ。
特に産業機器は、第4四半期からIT向けが回復することを前提としていたが、回復の時期・規
模とも不透明になったことから、今回⼤きく下⽅修正を実施。
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新モデルの投⼊により売上・利益の拡⼤を期待していたが、想定よりもレンタルでの取引が
多くなっており、当期への寄与が少なくなってしまった。

通期の⾒通しも、それに合わせ、売上・利益とも下⽅修正。
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概ね堅調に進んでおり、⼤きな懸念はない。
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参考として、連結後の６ヶ⽉間の、地域別の売上⾼の伸び率を開⽰。

営業利益については、のれん償却および無形資産の償却費などの内訳を開⽰。
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